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1　事業の概要

２　事業を構成する細事業の内容 (単位：千円)

1

2

3

合計 49.50 2,494,723 96,991 2,591,714

12,815
５名の就労支援員が生活保護受給者からの相談に応じるととも
に、就労に向けた支援や就労後の職場定着に向けた支援を行
う。

0.20 12,815生活保護受給者就労支援事業

生活保護費

信州パーソナル・サポート事業

（人） （補正前） （２月補正） （補正後）
No 30年度　実施内容（予定）

職員数 30年度
細事業名

161,432

・生活保護受給者に対する各扶助費等の支給及び保護施設等
への入所・通所に係る施設事務費の支弁を行う。
・平成29年度生活扶助費等国庫負担金等の精算に伴う返還。

42.60 2,325,271 92,196 2,417,467

・生活困窮者の自立を促進するため、生活困窮者自立支援法に
基づく自立相談支援事業、就労準備支援、家計相談支援、支援
人材等研修事業、生活困窮家庭の子どもに対する学習支援事
業等を実施する。
・平成29年度生活困窮者自立相談支援事業費等負担金及び生
活困窮者就労準備支援事業費等補助金の精算に伴う返還。

6.70 156,637 4,795

補正により取り組む

事業内容

【信州パーソナル・サポート事業】
　・平成29年度生活困窮者自立相談支援事業費等負担金及び生活困窮者就労準備支援事業費等補助金の精算
　　に伴い国庫返還を行う。
【生活保護費】
　・平成29年度生活扶助費等国庫負担金、医療扶助費等国庫負担金、介護扶助費等国庫負担金の精算に伴い、
　　国庫返還を行う。

成果指標
設定理由

①生活困窮者自立支援制度の指標の主要数値（過去の実績から試算）を成果指標に設定
②生活保護受給者就労支援事業の指標の主要数値（過去の実績から試算）を成果指標に設定

 概算人件費 （Ｃ） 390,952 401,049 401,049

 概算事業費（B（A）+C） 2,901,774 2,992,763

28年度 29年度 30補正後 指標及びその達成状況

2,591,714

49.40 49.50

①
県の生活就労支援センター
の支援による就労・増収者数

161人 166人 139人

2,510,822 2,438,582

49.50

　その他 57,089 73,334 67,002

 決　　算　　額（B）

概　算
人　件

費

 職員数（人）

目指す姿

　生活に困窮している方に対し、相談を通じて自立支援プランを作成し、地域の支援機関へのつなぎや、適切なサービス提供等の支援を
実施し、本人が望む自立した生活の実現を図る。
　また、生活保護法に基づき、世帯の収入だけでは最低生活費に満たない世帯に対して、その困窮の程度に応じた必要な保護を行い、憲
法第25条に規定する国民の最低限度の生活の保障と自立の助長を図る。その中で可能な生活保護受給者に対し、集中的な就労支援に
よる保護からの早期脱却や勤労等を通じた社会参加への支援を行うことにより、受給者の早期の自立を目指す。

（主な実施内容：信州パーソナル・サポート事業、生活保護受給者就労支援事業など）

事
 

業
 
コ
 
ス
 
ト

区　分（単位：千円）

Aの
財源

　一般財源 569,477 614,565 712,244

　国庫支出金 1,919,954 1,854,449 1,812,468

　県　債 0 0 0
②

生活保護受給者就労支援事
業により就労に結びつく者

53人 34人 26人

2,839,631

0 0 0
予
算
額 補正予算 -127,911 -3,682 96,991

合計（A) 2,546,520 2,542,348

部局 健康福祉部

5-1 多様性を尊重する共生社会づくり

課・室 地域福祉課

実施期間 S25 E-mail

当初予算 2,674,431 2,546,030 2,494,723 目標値 成果 達成状況
No 成果指標 28年度末 29年度末

30年度前年度繰越

5-5 子ども・若者が夢を持てる社会づくり

事業番号 05 05 03 事業改善シート （30年度実施事業分） □当初要求　　□当初予算案　　■補正予算案　　　□点検

現状
(予算編成時)

　生活に困窮している方の自立に向けた支援を、県と市が県内23か所に設置した生活就労支援セン
ター”まいさぽ”で実施。
　町村に居住する生活保護受給者に対しては９か所の郡福祉事務所が生活保護を実施。就労可能と
判断される受給者に対し、個々のケースに応じた相談や就労に向けた具体的な支援を実施。

30年度
補正後額

2,591,714 千円

職員数 49.50 人

chiiki-fukushi@pref.nagano.lg.jp

総合５か年計画（しあわせ信州創造プラン2.0）

総合的に展開する
重点政策

事　業　名 生活困窮者支援事業
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事　業　改　善　シ　ー　ト　附　表

05 05 03

28年度 29年度

信州パーソナル・サポート事業 自立相談支援事業
委
託

生活困窮者からの相談に対応して支援プランを作成
し、関係機関との連携により就労支援等を実施

　 97,880 97,875 99,404 97,836 H30 050503

信州パーソナル・サポート事業 就労準備支援事業
委
託

生活困窮者の一般就労に向けた生活上の基礎能力の形
成等の訓練を市事業とも連携し、広域的に実施

　 39,100 32,200 32,200 32,200 H30 050503

信州パーソナル・サポート事業 家計相談支援事業
委
託

家計に問題を抱える生活困窮者に対して専門的な支援
員が対応

　 13,187 13,187 13,187 13,187 H30 050503

信州パーソナル・サポート事業 支援人材等育成研修事業
委
託

市も含む生活困窮者自立支援制度の各種事業の相談員
等を養成するための研修を実施

　 741 740 1,180 740 H30 050503

信州パーソナル・サポート事業 住居確保給付金
直
接

離職者等で、所得等が一定水準以下の者に、有期で家
賃相当額を支給

　 1,732 1,478 908 596 H30 050503

信州パーソナル・サポート事業 一時生活支援事業
直
接

住居のない生活困窮者に対して、一定期間宿泊場所や
食事等を提供

　 276 273 464 295 H30 050503

直
接

委
託

信州パーソナル・サポート事業 生活困窮者の「絆」再生事業
補
助
金

民間支援団体が実施する居場所の確保等に対し助成 　 3,500 3,500 3,300 3,300 H30 050503

信州パーソナル・サポート事業 -
直
接

平成29年度生活困窮者自立相談支援事業費等負担金及
び生活困窮者就労準備支援事業費等補助金の精算に伴
い、国庫返還を行う。

　 - - - - 4,795 H30 050503

生活保護費 生活保護費
直
接

・生活保護受給者に対する各扶助費等の支給及び保護
施設等への入所・通所に係る施設事務費の支弁
・平成29年度生活扶助費等国庫負担金、医療扶助費等
国庫負担金、介護扶助費等国庫負担金の精算に伴い、
国庫返還を行う。

　 2,505,815 2,379,843 2,419,470 2,325,271 92,196 050503

生活保護受給者就労支援事業 生活保護受給者就労支援事業
直
接

就労支援員の配置５名
就労支援員が受給者からの相談に応じるとともに、履
歴書の書き方や面接の受け方指導、ハローワークへの
同行訪問等就労に向けた支援、就労後の職場定着に向
けた支援を行う。

　 12,200 12,211 12,815 12,815 050503

　

　

　

　

　

2,674,431 2,546,030 2,593,526 2,494,723 96,991 0

　

細事業
No

1

1

事　業　名 生活困窮者支援事業

信州パーソナル・サポート事業 子どもに対する学習支援事業
学習支援協力員等による学習支援を実施し、子どもの
社会性の育成や将来の子どもの自立に向けた支援を実
施

合　　　　計

部局 健康福祉部

1

1

事業番号

30年度
実施
状況

2

3

1

1

1

1

1

決算
(千円)

県民協働事業改善

地域福祉課課・室

細事業名 項目

実
施
方
法

30年度　実施内容

30年度

30年度　実施内容（実績）

□当初要求　　□当初予算案

■補正予算案　□点検

備　考
(H29事業
番号)当初

(千円)
当初
(千円)

要求
(千円)

実施
年度

主な点検
区分結果

当初
(千円)

補正
(千円)

H30 0505030 4,723 10,598 8,483


